
 

 

福島県キャッシュレス決済端末導入支援補助金交付要綱（案） 

 

（趣旨） 

第１条 県は、キャッシュレス決済端末の導入を促進し、中小企業者等の経営力強化

と消費者の利便性を図るため、キャッシュレス決済端末販売業者に対し、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、新

しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）交付要綱（インフラ整備事

業を除く。）（令和７年３月６日府地創第３８号、府地事第６７号）、福島県補助金等

の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）補助事業者 キャッシュレス決済端末販売業者であって、県内に営業所等を有

する事業者 

（２）共同事業者 補助金に係るキャッシュレス決済端末の導入に係る契約を補助事

業者と締結し、県内のみで使用する事業者であって、次のいずれかに該当する者 

ア 中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号）第２条第１項に規定する者 

イ 商工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づく商工会及び都道府県商工会

連合会 

ウ 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に基づく商工会議所 

エ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく中小企業等

協同組合及び都道府県中小企業団体中央会 

 

（補助の対象及び補助額） 

第３条 補助金は、共同事業者がキャッシュレス決済端末を導入するために必要な経

費（以下、「補助対象経費」という。）に対して補助事業者が実施した値引き相当額

について、補助事業者に対して交付するものとし、その額は、補助対象経費に２分

の１を乗じた額以内において知事が定める額とする。 

２ 補助対象経費には、端末機器購入費用のほか、導入の際に発生する工賃、出張代

等を含み、端末機器リース料、インターネット接続料等の経常的経費は含まない。 

  なお、端末機器はクレジットカード読み取り機能を持つことを必須条件とする。 

３ 補助金対象経費の算定については、知事が定める期限までに補助事業者が補助対

象機器登録申請書（様式第１号）を知事に提出し、審査の結果適正であることが認

められた場合、知事は補助率の範囲内で補助対象機器別補助金額を定めるものとす

る。 



 

 

  なお、複数の補助事業者から同一機器の登録申請書の提出があった場合、その必

要経費の平均を積算基礎として審査するものとする。 

４ 知事は、補助対象機器及びその補助金額を公表するものとする。 

５ 第３項の規定に関わらず、共同事業者１名当たりの補助上限額は１５万円とする。 

 

（申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書は、様式第２号によるものとし、その提出期限は、

知事が別に定める日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、別表１のとおりとする。 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

４ 次の各号のいずれかに該当する補助事業者は、交付申請をすることができない。 

（１）福島県暴力団排除条例（平成２３年福島県条例第５１号）に規定する暴力団又

は暴力団員等 

（２）県税に未納がある者 

５ 知事は、前項第１号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県

警本部長あて照会することができる。また、前項第２号に規定する県税納付状況に

ついて、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づき収集した情報と突

合することができる。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第５条 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請をするに当たり、当

該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費

税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方

税法の規定により仕入に係る消費税及び地方消費税として控除できる部分の金額

に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければな

らない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らか

でないものについては、この限りでない。 

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に

係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方

消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりと

する。 

（１）補助事業に要する経費（補助対象経費に限る。）の１０パーセント以内の減少 

（２）補助事業完了予定期日の３か月以内の変更（ただし、会計年度内に限る。） 

（３）事業計画の細部の変更 

２ 規則第６条第１項第５号に規定する別に定める事項は、次のとおりとする。 



 

 

（１）知事が、交付決定事業者及びその連絡先を公表すること。 

（２）次のいずれかに該当する場合は、共同事業者とはみなさないこと。 

ア 令和７年４月１日時点でキャッシュレス決済端末（クレジットカード読み取

り機能を持つ機器）を導入している事業者 

イ 福島県暴力団排除条例（平成２３年福島県条例第５１号）に規定する暴力団

又は暴力団員等 

ウ 県税に未納がある者 

エ 次のいずれか（みなし大企業）に該当する事業者 

（ア）発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の第２条第１

項第２号アからエまでに該当しない事業者（以下、「大企業」という。）が所

有していること。 

（イ）発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を複数の大企業が所

有していること。 

（ウ）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占め

ていること。 

オ 政治活動及び宗教活動を事業目的とする事業者 

カ 公序良俗に反することを事業目的とする事業者 

キ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断されること（風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

に基づく規制の対象となる事業）を事業目的とする事業者 

ク 補助金交付前に廃業（廃業届の提出の有無に関わらず、業務を停止しており

実質的に廃業している場合を含む）した事業者 

（３）その他規則及びこの要綱の定めに従うべきこと。 

 

（変更の承認） 

第７条 規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、次に

掲げる書類を知事に提出しなければならない。 

（１）第１号に該当する場合は、変更承認申請書（様式第３－１号） 

（２）第２号に該当する場合は、中止（廃止）承認申請書（様式第３－２号） 

（３）第３号に該当する場合は、遅延等報告書（様式第３－３号） 

２ 販売予定数量の増加等を原因として、補助事業者から前項第１号の規定に基づく

書類の提出があった場合、知事は予算の範囲内で補助金の増額交付決定をすること

ができる。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める日は、交付の決定の通知を受理した

日から起算して１０日を経過した日とする。 

 



 

 

（概算払） 

第９条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算

払の方法により補助金の交付をすることができる。 

２ 前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、概算払請求書（様

式第４号）に別表２に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第１０条 補助事業者又は共同事業者は、規則第５条第１項の規定に基づく交付決定

によって生じる権利の全部又は一部を知事の承認を得ずに、第三者に譲渡し、又は

継承させてはならない。 

 

（状況報告） 

第１１条 規則第１１条の規定による事業の遂行の報告は、知事から請求があった日

以降速やかに、遂行状況報告書（様式第５号）により行うものとする。 

２ 補助事業者等は、当該事業が完了したときは、速やかに完了報告書（様式第６号）

を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の遂行の指示等） 

第１２条 知事は、規則第１２条第２項の規定により補助事業等の遂行の一時停止を

命ずる場合においては、補助事業者等が当該補助金等の交付の決定の内容及びこれ

に附した条件に適合させるための措置を知事の指定する期日までにとらないとき

は、規則第１６条第１項の規定により当該補助金等の交付の決定の全部又は一部を

取り消す旨を、明らかにしなければならない。 

 

（実績報告） 

第１３条 規則第１３条の規定による実績報告は、実績報告書（様式第７－１号）に

別表２に掲げる書類を添えて、事業完了の日から起算して１５日を経過した日、又

は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日（補助金を全額概算払に

より交付を受けた場合は、当該年度の翌年度の４月５日）のいずれか早い日までに

行わなければならない。 

２ 補助事業者は、交付対象事業が完了せずに会計年度が終了した場合は、翌年度の

４月１５日までに年度終了実績報告書（様式第７－２号）を知事に提出しなければ

ならない。 

 

（補助金の交付の請求） 

第１４条 補助金交付の決定の通知を受けた補助事業者は、補助事業が完了した場合

は、精算払請求書（様式第８号）を速やかに知事に提出しなければならない。 

 



 

 

（超過交付補助金の返還命令） 

第１５条 規則第１４条の規定により交付すべき補助金等の額を確定した場合にお

いて、既にその額を超える補助金が交付されている場合は、期限を定めて、当該補

助金等の返還を命ずるものとする。 

 

（交付決定の取消し等に係る条件） 

第１６条 規則第１６条第１項に規定するこれに付した条件には、次に掲げる場合を

含むものとする。 

（１）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢又はその他不適当な行為をした場

合 

（２）補助事業者が、補助金を補助対象以外の用途に使用した場合 

（３）交付決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合 

 

（財産の処分の制限） 

第１７条 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める期間は減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に定める

耐用年数に相当する期間とし、同条同項第２号及び第３号に規定する別に定める財

産は、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械、器具、備品及びその他

の財産とする。 

２ 補助事業者又は共同事業者は、補助事業により取得し又は効用が増加した財産を

補助金の交付の目的に反して他の用途に使用し、他の者に貸し付け若しくは譲り渡

し、他の物件と交換し、債務の担保に供し、又は廃棄しようとする（以下「取得財

産等の処分」という。）ときは、取得財産等の処分承認申請書（様式第９号）により

知事の承認を受けなければならない。 

  この場合において知事は、補助事業者又は共同事業者が取得財産等の処分をする

ことにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を納付させることがある。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１８条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助

金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに

消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（様式第１０号）を知事に提出しな

ければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入れ

控除税額の全部又は一部の返還を命じる。 

３ 規則第１７条の２第４項の規定は、前項の返還の規定に準用する。 

 

（会計帳簿の整備等） 



 

 

第１９条 補助金の交付を受けた補助事業者又は共同事業者は、補助金の収支状況を

記載した会計帳簿その他の書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度

の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。 

２ 補助事業者又は共同事業者は、前項の証拠書類を補助事業の完了（廃止の承認を

受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、知事の要求があったとき

は、いつでも閲覧に供することができるよう保存しておかなければならない。 

 

（財産の管理） 

第２０条 補助事業者又は共同事業者は、補助事業により取得し又は効用が増加した

財産（以下「取得財産等」という。）について、取得財産管理台帳（様式第１１号）

を設け、その保管状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者又は共同事業者は、補助事業が完了した後も取得財産等を善良なる管

理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従ってその効率的運用

を図らなければならない。 

 

（補助事業の検査等） 

第２１条 知事は、交付金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、

補助事業者及び共同事業者に対して報告をさせ、又は職員にその事務所、事業所等

に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。 

 

（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第２２条 補助事業者は、補助事業を通じて共同事業者の個人情報を知り得る立場に

あるため、補助事業を実施するため個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人

情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第２３条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、知事が定める。 

 

附 則 

 この交付要綱は、令和７年  月  日から施行する。 

 

  



 

 

（別表１）申請書に添付する書類 

番号 名称 

１ （別紙１）補助事業計画書 

２ 

法人の場合、現在事項証明書（商業登記） 

個人事業主の場合、開業届（写）及び住民票抄本 

※申請日前３か月以内に発行したもの 

※所在地が県外の場合、県内に営業所等があることを示す書類が必要。 

３ 
直近３か年の財務諸表（決算、事業あるいは営業報告書）又は所得税青色

申告決算書 

４ 暴力団排除に関する誓約書及び役員名簿 

５ 
県税の納税証明書 

※申請日前３か月以内に発行したもの 

６ 通帳の写し（補助金振込用口座） 

７ その他、知事が必要と認める書類 

 

 

（別表２）概算払請求書、実績報告書に添付する書類 

番号 名称 

１ 補助事業者が補助対象機器を仕入れ業者から購入したときの納品書（写） 

２ （別紙２）共同事業実施申出書 

３ （別紙３）共同事業者実施状況一覧表 

４ 補助事業者が共同事業者に補助対象機器を販売したときの請求書（控） 

５ 補助事業者が共同事業者から請求金額を受け取ったときの通帳（写） 

６ 加盟店契約書（写） 

７ 事業実施状況が分かる写真 

８ その他、知事が必要と認める書類 

 

 

  



 

 

別記 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 補助事業者は、福島県キャッシュレス決裁端末導入支援補助金交付要綱による

補助事業（以下、「本事業」という。）を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害

することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 補助事業者は、本事業に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又

は不当な目的に使用してはならない。なお、本事業が完了した後においても、同様

とする。 

２ 補助事業者は、本事業に従事している者に対し、当該事業に関して知り得た個人

情報をその在職中及び退職後においてみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならないことなど個人情報の保護に関して必要な事項を周知させるもの

とする。 

（収集の制限） 

第３ 補助事業者は、本事業を行うために個人情報を収集するときは、当該事業の目

的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければな

らない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 補助事業者は、県の指示又は承諾があるときを除き、本事業に関して知り得た

個人情報を本事業の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（安全管理措置） 

第５ 補助事業者は、県より個人情報の取扱いの委託を受けた場合、行政機関等と同

様の安全管理措置を講じる必要があることから、本事業に関して知り得た個人情報

の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために、個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び「個人情報の保護に関する法

律についてのガイドライン（行政機関等編）」に基づき必要かつ適切な措置を講じ

なければならない。 

（複写・複製の禁止） 

第６ 補助事業者は、県の承諾があるときを除き、本事業を行うために県から引き渡

された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（作業場所の指定等） 

第７ 補助事業者は、本事業のうち個人情報を取り扱う部分（以下、「個人情報取扱事

務」という。）について、県の指定する場所で行わなければならない。 

２ 補助事業者は、県の指示又は承諾があるときを除き、前項の場所から本事業に関

し取り扱う個人情報が記録された資料等を持ち出してはならない。 

（資料等の返還等） 



 

 

第８ 補助事業者は、本事業を行うために県から提供を受け、又は自らが収集した個

人情報が記録された資料等を本事業完了後直ちに県に返還し、若しくは引き渡し、

又は消去し、若しくは廃棄しなければならない。ただし、県が別に指示したときは、

この限りでない。 

２ 補助事業者は、前項の規定により電子記録媒体に記録された個人情報を消去又は

廃棄する場合は、当該個人情報が復元できないように確実に消去又は廃棄しなけれ

ばならない。 

３ 補助事業者は、第１項の規定により個人情報を消去又は廃棄した場合は、当該個

人情報の消去又は廃棄を行った日時、担当者名及び方法を記載した報告書を県に提

出し、確認を受けなければならない。 

（事故発生時における報告等） 

第９ 補助事業者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の事態及び本事業の交付

要綱に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やか

に県に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項により報告を行う場合には、併せて被害の拡大防止等の必要

な措置を講じるとともに、情報漏えい等に係る対応について県の指示に従うものと

する。 

（調査監督等） 

第１０ 県は、補助事業者における本事業の執行状況等について実地に調査し、又は

補助事業者に対して必要な報告を求める等、補助事業者の個人情報の管理について

必要な監督を行うことができる。 

２ 補助事業者は、前項における報告について、県が定期的な報告を求める場合には

これに応じなければならない。 

（指示） 

第１１ 県は、補助事業者が本事業に関し取り扱う個人情報の適切な管理を確保する

ために必要な指示を行うことができる。 

（再委託の禁止） 

第１２ 補助事業者は、県の承諾があるときを除き、個人情報取扱事務を第三者（委

託先が子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する

子会社をいう。）である場合を含む。以下次項において同じ。）に委託してはならな

い。 

２ 補助事業者は、県の承諾に基づき個人情報取扱事務を第三者に委託するときは、

この契約により補助事業者が負う個人情報の取扱いに関する義務を委託先にも遵

守させなければならない。 

（労働者派遣契約） 

第１３ 補助事業者は、保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わ

せる場合には、労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項

を明記しなければならない。 



 

 

（損害賠償） 

第１４ 補助事業者又は補助事業者の従事者（補助事業者の委託先及び補助事業者の

委託先の従事者を含む。）の責めに帰すべき事由により、本事業に関する個人情報

の漏えい、不正利用、その他の事故が発生した場合、補助事業者はこれにより第三

者に生じた損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、県が補助事業者に代わって第三者の損害を賠償した場合に

は、補助事業者は遅滞なく県の求償に応じなければならない。 

（契約解除） 

第１５ 本事業に関する個人情報について、補助事業者による取扱いが著しく不適切

であると県が認めたときは、県は交付決定の全部又は一部を解除することができる。

この場合の加算金及び延滞金は、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５

年福島県規則第１０７号）の定めるところによる。 

 

 

 


